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日 時 令和３年３月 10 日（水）15:00～16:30 

場 所 兵庫県本庁舎３号館６階 第１委員会室 

 
 
１ 開  会 
 
 
 
２ 議  題 
（１）報告事項 

① 行政手続に関する押印・書面規制等の見直し 
 
 
（２）令和２年度報告書（案）について 

 

 

（３）令和３年度の議題とする横断的テーマについて 

 

 

３ 閉  会 

【配付資料】 

資料１ 行政手続に関する押印・書面規制等の見直し 

資料２ 令和２年度報告書（案） 

資料３ 令和３年度の議題とする横断的テーマについて 

参考資料１ 令和３年度規制改革に関する提案募集について 
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 行政手続に関する押印・書面規制等の見直しについて 

 

 

１ 趣旨 

  行政のデジタル化の動向を踏まえ、ICT 技術を活用した働き方改革、業務の効率化・高

度化等の推進を図るため、押印の廃止・書面規制等の見直しについて、全庁を挙げた取

組を推進する。 

   

【行政手続に関する押印、書面規制等の見直し基本方針（抜粋）（R2.10.12）】 

原則として、全ての行政手続において、押印・書面・対面を不要とし、オンライン・ペーパレス

化を徹底する。 

まず、県独自の手続で廃止可能な押印については、令和 2年度中に見直しを実施する。 

 

（１）押印の廃止 

○県民による申請等の手続をはじめとして、会計・人事などの内部手続も含めて、押印を廃止 

(具体例）各種申請書や請求書等の押印廃止、出勤簿の押印廃止 等 

○押印の廃止とあわせて、本人確認が必要な手続について担保方法(マイナンバーカード等)を

整備 

（２）書面規制等の見直し 

○行政手続の原則オンライン化を進め、各種申請・届出・報告・通知など、行政手続の様式を

標準化、添付書類を削減・簡素化 

(具体例）電子申請共同運営ｼｽﾃﾑの利用率向上、公共施設の利用申請等手続のオンライン化、

手数料・利用料納付におけるキャッシュレス決済の導入 等 

 

 

２ 押印の見直し 
 

 

【「行政手続に関する押印の見直しについて(R2.12.21)」抜粋】 

○ 押印を求める県独自の手続は 1,895 手続 

うち、1,866 手続(98.5%)で押印を廃止 

うち、   29 手続 (1.5%) (印鑑登録証明書付きの実印を求める手続等)は押印の

存続も含め引き続き検討 

○ 国の法令等に基づく 1,408 手続は国の動向等を踏まえ、適宜見直し 

 

 

※県民・事業者等による申請等の手続について、押印に代わる本人確認手段は、様式上

の連絡先（住所、電話番号、電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ）によることを原則とする。 

ただし、電子メールアドレスの記載は任意とし、県民・事業者等申請者に対する周知

を徹底する。 

 

（１）押印の見直し検討状況（別紙） 
 

① 今回新たに押印を廃止する手続 

ア 入学誓約書※ による保証手続等（8手続） 

生徒の保護者のみが保証人となっている場合があり、また、第三者が保証人となっ

ている場合でも、保護者への協力の誓約に止まるものであり、押印を求める必要性は

高くないことから、入学誓約書の押印を廃止。 

※ 各種職業能力開発校・大学校や県立高校における身元保証に関する誓約書 
 

② 押印の存続も含め引き続き検討する手続（22 手続） 

ア 印鑑登録証明書付き実印を求める手続（資金貸付事業に関する手続等）（17 手続） 

厳格な本人及び連帯保証人の確認の担保等が必要であり、国における類似手続の見

直し状況等も参考に引き続き検討が必要 
 
【参考：国の状況】「矯正医官修学資金貸与申請における連帯保証手続」（法務省） 

国の債権を適切に管理するにあたり、保証人の真正な意思を確認するため、  
保証人の押印を廃止することは困難。 

 

イ 金融機関届出印を求める手続（銀行口座振替に関する手続等）（3手続） 

金融機関が届出印の押印を求めているため、国における類似手続の見直し状況等も

参考に引き続き検討が必要 
 
【参考：国の状況】「国民年金保険料等口座振替手続」（厚生労働省） 

口座振替手続について、金融機関に対する届出印のため廃止することは困難。 
 

ウ その他の手続（2手続） 

 ・ 請願に関する手続（1手続） 

県議会会議規則が準拠している全国都道府県議会議長会の標準会議規則や、衆議

院・参議院では押印を求めており、国や他府県の取扱いを踏まえ引き続き検討が必要 
 

   ・ 送金通知書による現金受領の委任に関する手続 (1 手続) 

    受任者が当該様式を金融機関の窓口に提出し、その場で現金を受領する手続である

ため、委任欄の押印以外に委任者の意思を確認できないことから、押印の代替手段や、

口座振替による当該手続自体の廃止等も含めて、引き続き検討が必要 
 

（２）R2 年度中の見直し 

上記（１）の見直しにより、 

 

 

 

 

 

 

 

資料１ 

○ 押印を求める県独自の手続は 1,895 手続 

うち、1,873 手続(98.8%)で押印を廃止 

うち、   22 手続 (1.2%) (印鑑登録証明書付きの実印を求める手続等)は押印の 

存続も含め引き続き検討 

○ 根拠がない手続(182 手続)は直ちに廃止 

○ 規則等に基づく手続(1,690 手続)は直ちに廃止（令和２年度中に規則等を改正） 

○ 条例に基づく手続(1 手続※)は、令和 3年度に条例を改正して廃止 

   ※職員の服務の宣誓に関する条例に関する手続（宣誓書の押印の見直しとともに、対面規制の見

直しも検討） 
１ 



 

 

 

 

３ 書面規制の見直し（令和２年度分） 
 

（１）様式の見直し   

他の書面等で代替可能であること、記載事項の簡素化、様式の統合などにより、様式

を簡素化等する見直しを実施 
 

様式の根拠 手続数 主な手続・見直し内容 

要綱・要領等 34 

・補助金交付申請（交付決定金額変更及び交付決定内容変

更に係る申請書の統合） 

・職員の出勤簿（紙の出勤簿の廃止） 

・ひょうご新商品調達認定制度の認定申請 

（実施計画書から特許等の取得状況や公的支援等の状

況などの項目を削除） 

根拠規定なし 4 
・男女共同参画センター登録グループ申請 

（申請書から会員人数欄等を削減） 

計 38  

 

（２）添付書類の見直し 

   他の書面等で代替可能であること等により、添付書類を廃止する見直しを実施 
 

添付書類の根拠 手続数 主な手続・見直し内容 

規則 11 

・公益信託の引受けの許可申請（印鑑証明書の添付廃止） 

・事業内職業訓練費補助金の交付請求 

（交付決定通知書等の写しの添付廃止） 

要綱・要領等 60 

・田舎暮らし農園施設整備支援事業の実績報告 

（計画申請時に提出した位置図、賃貸契約書、見積書など

の添付廃止） 

・空き家活用支援事業申請 

（ﾒｰｶｰ、型番等を見積書に記載することで、ｷｯﾁﾝ・ﾄｲﾚ・

洗面ﾕﾆｯﾄなど改修工事に要した商品のｶﾀﾛｸﾞの添付廃止） 

・あわじ環境未来島構想推進事業申請 

（役員名簿、規約の添付廃止） 

計 71  

 

   ※上記の取組により、申請者・届出者の利便性向上と、行政手続のオンライン化を

一層進める。（電子申請共同ｼｽﾃﾑによるｵﾝﾗｲﾝ化手続数：877 手続） 

 

 

 

 

４ 対面規制の見直し（令和２年度分） 

県が申請書類などの持参を求めている手続のうち、81 手続で郵送・メール等での対応

も可能とするよう見直し 
 
 

区 分 手続数 内 容 

県施設の利用に関する手続 14 
・県民会館施設使用申込 

・県立丹波年輪の里利用許可申請 等 

許認可に関する手続 47 
・遊漁船業の登録申請 

・産業廃棄物収集運搬業更新許可申請 等 

届出・報告に関する手続 17 
・食品衛生管理者の届出 

・医薬品等の回収報告 等 

助成・減免に関する手続 3 ・自動車税身体障害者減免申請 等 

計 81  

 

※①原本や図面等の詳細な確認が必要な手続（免税軽油使用者証交付申請手続等）、②

指導・注意喚起が必要な手続（県立但馬飛行場利用届等）など、対面規制が存置され

ている手続（45 手続）については、対面の必要性や申請者の利便性等を踏まえ、引

き続き見直しを検討。 

 

 

５ 県民・事業者等への周知 

  令和 2 年度に実施した押印の廃止、書面規制及び対面規制の見直し内容について、県

ホームページへの掲載や、関係団体への通知などにより、県民・事業者等に対して広く

周知を行う。 

 

 

 

【規制改革推進会議意見】 

・新型コロナウイルス感染症拡大を契機とした新しい生活様式の推進や行政のデジタル

化の実現に向け、押印原則、書面規制、対面規制については、早急な見直しが求められ

ている。 

・押印については、廃止する手続（1,873 手続）は早急にその取組を進めるとともに、存

続も含め引き続き検討する手続（22 手続）は、国の類似手続の見直し状況等を踏まえ、

押印に代わる方法がないかを引き続き検討すべきである。 

・書面規制、対面規制については、一定見直しが進められているものの、今後の行政手続

のオンライン化の取組状況も踏まえながら、引き続き見直しに取り組むべきである。 

２ 



押印の見直し検討状況

１　今回新たに押印を廃止する手続（８手続）

No 手続の名称 根拠規定 押印の種類
押印以外に
求めている
本人確認手段

廃止理由 所管部局

1
兵庫障害者職業能力開発校入
学誓約書による保証手続

兵庫障害者職業能力開発校
運営規則

指定なし ― 産業労働部

2
県立職業能力開発校入学誓約
書による保証手続

兵庫県立職業能力開発校運
営規則

指定なし ― 産業労働部

3
県立障害者職業能力開発校入
学誓約書による保証手続

兵庫県立障害者職業能力開
発校運営規則

指定なし ― 産業労働部

4
県立但馬技術大学校入学誓約
書による保証手続

兵庫県立但馬技術大学校管
理規則

指定なし ― 産業労働部

5
県立森林大学校入学誓約書に
よる保証手続

兵庫県立森林大学校管理規
則

指定なし ― 農政環境部

6
県立農業大学校入学誓約書に
よる保証手続

兵庫県立農業大学校管理規
則

指定なし ― 農政環境部

7
県立高等学校入学許可に伴う
誓約書

兵庫県立高等学校学事通則 指定なし ― 教育委員会

8
県立高等学校通信課程入学許
可に伴う誓約書

兵庫県立高等学校の通信制
の課程に関する規則

指定なし ― 教育委員会

２　押印の存続も含め引き続き検討する手続（22手続）

（１）印鑑登録証明書付き実印を求める手続（17手続）

No 手続の名称 根拠規定 押印の種類
押印以外に
求めている
本人確認手段

引き続き検討が必要な理由 所管部局

1 県税還付委任手続 県税管理事務処理要綱
法人代表者印
個人実印

印鑑登録証明書
納税者以外の者に還付する場合、
納税者の厳格な意思確認が必要。

企画県民部

2
兵庫県私立高等学校入学資金
貸付手続

兵庫県私立高等学校入学資
金貸付事業実施要綱

個人実印 印鑑登録証明書

借用証書への実印による押印を求
めるものであり、厳格な本人及び
連帯保証人の確認の担保が必
要。

企画県民部

3 消費者訴訟費用貸付手続 消費生活条例施行規則 個人実印 印鑑登録証明書
借用証書への実印による押印を求
めるものであり、厳格な本人確認
の担保が必要。

企画県民部

4
兵庫県地域医療支援医師修学
資金貸与手続

兵庫県地域医療支援医師修
学資金貸与要綱

個人実印
印鑑登録証明書
住民票の写し

誓約書への実印による押印を求め
るものであり、厳格な本人及び連
帯保証人の確認の担保が必要。

健康福祉部

5
兵庫県特定専門医研修資金貸
与手続

兵庫県特定専門医研修資金
貸与事業貸与要綱

個人実印
印鑑登録証明書
住民票の写し
医師免許証の写し

誓約書への実印による押印を求め
るものであり、厳格な本人及び連
帯保証人の確認の担保が必要。

健康福祉部

6
公衆衛生医学生等修学資金貸
与手続

公衆衛生医学生等修学資金
貸与規則

個人実印 印鑑登録証明書

借用証書への実印による押印を求
めるものであり、厳格な本人及び
連帯保証人の確認の担保が必
要。

健康福祉部

7
看護師学生等修学資金貸与手
続

看護師学生等修学資金貸与
規則

個人実印 印鑑登録証明書

借用証書への実印による押印を求
めるものであり、厳格な本人及び
連帯保証人の確認の担保が必
要。

健康福祉部

8
母子父子寡婦福祉資金貸付手
続

母子及び父子並びに寡婦福
祉法の規定による資金の貸付
に関する規則

個人実印 印鑑登録証明書

借用証書への実印による押印を求
めるものであり、厳格な本人及び
連帯保証人の確認の担保が必
要。

健康福祉部

9
林業・木材産業改善資金貸付
手続

兵庫県林業・木材産業改善資
金事務取扱要領

法人代表者印
個人実印

印鑑登録証明書

借用証書への実印による押印を求
めるものであり、厳格な本人及び
連帯保証人の確認の担保が必
要。

農政環境部

生徒の保護者のみが保証人となっ
ている場合や、第三者が保証人と
なっている場合でも、保護者への
協力の誓約に止まるものであり、
押印を求める必要性は高くないこ
とから、入学誓約書の押印を廃
止。

No 手続の名称 根拠規定 押印の種類
押印以外に
求めている
本人確認手段

引き続き検討が必要な理由 所管部局

10 沿岸漁業改善資金貸付手続 沿岸漁業改善資金貸付規則 個人実印 印鑑登録証明書
借用証書への実印による押印を
求めるものであり、厳格な本人確
認の担保が必要。

農政環境部

11 官民有地境界協定申請手続
官民有地境界協定事務取扱
要領

法人代表者印
個人実印

印鑑登録証明書

官民有地境界協定の申請書への
実印による押印を求めるものであ
り、厳格な本人確認の担保が必
要。

県土整備部

12
岩石採取跡地整備等連帯保
証手続

兵庫県岩石採取跡地整備等
保証実施要領

法人代表者印
個人実印

印鑑登録証明書

連帯保証書への実印による押印
を求めるものであり、厳格な本人
及び連帯保証人の確認の担保が
必要。

県土整備部

13 粒子線治療資金貸付手続 粒子線治療資金貸付規程 個人実印
印鑑登録証明書
住民票の写し
健康保険証の写し

借用証書への実印による押印を
求めるものであり、厳格な本人及
び連帯保証人の確認の担保が必
要。

病院局

14
病院局医師修学資金貸与手
続

病院局医師修学資金貸与規
程

個人実印 印鑑登録証明書

誓約書への実印による押印を求
めるものであり、厳格な本人及び
連帯保証人の確認の担保が必
要。

病院局

15
病院局地域医師修学資金貸
与手続

病院局地域医師修学資金貸
与規程

個人実印 印鑑登録証明書

誓約書への実印による押印を求
めるものであり、厳格な本人及び
連帯保証人の確認の担保が必
要。

病院局

16
病院局中播磨及び西播磨医
師修学資金貸与手続

病院局中播磨及び西播磨医
師修学資金貸与規程

個人実印 印鑑登録証明書

誓約書への実印による押印を求
めるものであり、厳格な本人及び
連帯保証人の確認の担保が必
要。

病院局

17
病院局看護師修学資金貸与
手続

病院局看護師修学資金貸与
規程

個人実印 印鑑登録証明書

誓約書への実印による押印を求
めるものであり、厳格な本人及び
連帯保証人の確認の担保が必
要。

病院局

（２）金融機関届出印を求める手続（３手続）

No 手続の名称 根拠規定 押印の種類
押印以外に
求めている
本人確認手段

引き続き検討が必要な理由 所管部局

18
兵庫県職員財産形成貯蓄申
込・解約手続

兵庫県職員財形貯蓄事務取
扱要領

金融機関
届出印

―
控除預入手続は、金融機関が届
出印の押印を求めているため、金
融機関との調整が必要。

企画県民部

19 県税口座振替依頼手続 県税口座振替事務処理要綱
金融機関
届出印

―
口座振替手続は、金融機関が届
出印の押印を求めているため、金
融機関との調整が必要。

企画県民部

20
県立学校授業料等口座振替
依頼手続

県立学校授業料等口座振替
収納事務取扱要領

金融機関
届出印

―
口座振替手続は、金融機関が届
出印の押印を求めているため、金
融機関との調整が必要。

教育委員会

（３）その他の手続（２手続）

No 手続の名称 根拠規定 押印の種類
押印以外に
求めている
本人確認手段

引き続き検討が必要な理由 所管部局

21 請願 兵庫県議会会議規則 指定なし ―

県議会会議規則が準拠している
全国都道府県議会議長会の標準
会議規則や、衆議院・参議院では
押印を求めており、国や他府県の
取扱いを踏まえ検討。

議会事務局

22
送金通知書による現金受領委
任手続

財務規則 指定なし ―

受任者が当該様式を金融機関の
窓口に提出し、その場で現金を受
領する手続であるため、委任欄の
押印以外に委任者の意思を確認
できないことから、押印の代替手
段や、口座振替による当該手続自
体の廃止等も含めて、引き続き検
討。

出納局

３

別紙
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（３）令和３年度の議題とする横断的テーマについて 

 

 

 

 ① 身元保証人の必要性 

令和２年度の県規制改革推進会議での押印見直しの議論で、県立高等学校など学校

入学時に、第３者の身元保証人を求めているケースがあることが判明した。学費の滞

納などの問題もあるが、少子化により兄弟、親戚の数が少なくなれば、保証人を頼め

る人がいなくなるなど、問題が発生することも考えられることから、保護者以外に保

証人が必要なのか、そのあり方について検討する。 

 

 

② 行政手続における書面規制、対面規制の見直し 

令和２年度の県規制改革推進会議の議論を踏まえ、「産業廃棄物収集運搬業更新許可

申請」において、これまで申請書類については窓口へ持参することを求めていたが、

郵送も可とする見直しが行われた。 

このほか、行政手続における書面規制、対面規制について、一定の見直しが進めら

れているものの、更なる申請者の負担軽減や利便性向上に向け、今後の行政手続のオ

ンライン化の取組状況も踏まえながら、引き続き検討を行う。 

 

 

 

 

 

資料３ 


